



































































連帯債権については，第 6 回会議（部会資料 8 - 2 ），第21回会議（部会
資料21），「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理案」（部会
資料26），第43回会議（部会資料36），第66回会議（部会資料55），第77回
会議（部会資料67B），第92回会議（部会資料80－1 ，80－2 ，80－3 ），第
95回会議（部会資料82－1 ），第96回会議（部会資料83－1 ，83－2 ），ま
た，第 1 分科会の第 3 回，第 4 回会議にて審議されている。
本改正の結果として，多数当事者の債権債務関係は次の点について変更


























































稿Ⅱ 3 （ 2 ）。



























（ 7 ）　第 6 回会議部会資料 8 - 2 ；130頁
（ 8 ）　第 6 回会議部会資料 8 - 2 ；144頁
（ 9 ）　民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』（商事法務，2009年）
373頁。これは学者有志グループが取りまとめた具体的な改正規定の提案であり，第
























































































































































































































大判昭和 7 年 6 月 8 日裁判例 6 民179頁，後者は，大判大正11年11月24日民集 1 巻670
頁）。我妻・前掲注（ 3 ）391頁






























（30）　第77回会議議事録 7 頁（岡委員発言） 
（31）　第77回会議議事録 7 頁（笹井関係官発言）， 8 頁（内田委員発言） 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































判がある（椿・前掲注（ 3 ）24頁） 。また， 1 つの可分給付に複数の債権者が関与
する場合で，共有物に関して生じた債権（売買代金債権，賃料債権，共有物への不
法行為に基づく損害賠償請求権）は分割債権となるとされている。我妻・前掲注
（ 3 ）388頁，於保・前掲注（ 3 ）188頁，椿・前掲注（ 3 ）25頁







































































































































本改正法は，2020年 4 月 1 日に施行される。しかし，本稿で見てきたと
おり，連帯債権に関してはまだ検討を要する点や，議論が足りていない点
が多い。これからの連帯債権規定の実務上，解釈上の運用を観察しつつ，
残された課題について検討を加えていきたい。
（93）　潮見・前掲注（87）630頁，中舎寛樹『債権法』（日本評論社，2018年）503頁，平
野・前掲注（ 1 ）171頁
